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自然言語で書かれた要求文の規則への整合性検査手法

中村 遼太郎1 林 晋平1 佐伯 元司1

概要：自然言語で書かれた要求文と規則の整合性をモデル検査で検査するためには，要求文を状態遷移モ
デルに，規則を検査式に変換する必要がある．この際，状態遷移モデルと検査式を対応づけるには，要求文

と規則の語彙マッチングを行わなければならない．本稿では，用意した格フレーム辞書と要求文とのマッ

チング法を開発し，これによる規則への整合性検査手法を提案する．提案手法は，類義語，同義語，上位

下位語を処理し，要求文の単語と格スロットに入るべき単語の意味的制約に基づくマッチングを行う．こ

れにより要求文を格フレーム化した後，要求文の意味を踏まえた状態遷移モデル及び該当モデルに対応す

る規則の検査式を生成する．要求文と規則文に提案手法を適用し有用性を評価した．
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Checking the Consisteny between
Requirements Specification Documents and Regulations

Abstract: When developers check the consistency between requirements specification documents and reg-
ulations by Model checking, they need state transition models of the documents and logic specifications of
regulations. Moreover, they have to know which words in documents correspond to words in applicable reg-
ulations in respect of meaning so that they create logic specifications. In this paper, we propose a technique
to reason the meaning of words in requirements specification documents by using co-occurrence restrictions
in case frames and to create state transition models based on the reasoned meaning and logic specifications
of applicable regulations. These specifications are created from these reasoned meaning and logic expressions
which contain case frames as factors and express regulations. Our proposal is evaluated with a case study.

Keywords: Use case description, Model checking, Case grammar

1. はじめに

システム開発では，要件定義段階で法令をはじめとする

規則と要求間の整合性を確保すべきと考えられている．規

則に反する要求は，開発の後戻りやコンプライアンス違反

を招く．これらを防ぐには，規則に準拠しない要求を発見

し，その要求に対する禁止行為の除外や，義務行為の追加

などの修正を加えなければならない．

規則に準拠した要求獲得という課題のために，規則と要

求間の関係のモデリングやテキストマイニングを用いた手

法が提案されている [1]．その中には，ユースケースと規則

間のモデル検査による整合性検査 [2]も含まれる．この手

法は，ユースケースを状態遷移モデルに，規則を検査式に
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変換し，両者をモデル検査に適用する．その結果，検査式

が満たされていれば，規則に対して整合性があると判断す

る．この手法では，モデル検査によりユースケースモデル

を網羅的に検査することができる．

規則から検査式を作るには，分析者は，規則がユース

ケース上のどの要求と関係しているか把握しなければなら

ない．これに対し，格文法に基づき，規則に対応する要求

文を検出する手法 [3]が提案されている．この手法は，要求

獲得作業中に獲得した要求文の格構造を，規則文の意味を

表現した格フレームと照合することで，要求文と規則の対

応関係を発見する．同じく，格文法に基づき，ユースケー

スの状態遷移モデルを生成する手法 [4]が提案されている．

両者とも格文法を用いるため，併用が容易となっている．

生成される状態遷移モデルは，ユースケース文の格構造を

状態変数として扱う．そのため，先述の格文法を使った照
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合で発見した要求文の規則と関わる格構造を組合せた検査

式は，状態遷移モデルと併せてモデル検査に適用可能な検

査式となる．

しかし，この格文法による要求文と規則のマッチングは，

単語の意味を考慮しないため，規則にも出現する要求文の

単語が規則と異なる意味で使われる場合や，字面が異なる

ものの意味的な互換関係にある単語が使われる場合に，対

応関係の誤検出を起こし得る．このとき，モデル検査によ

る整合性検査が誤った結果になる．このため，要求文の単

語の概念を特定した後，要求文と規則の概念間の互換関係

をふまえた対応関係を発見する必要がある．

本稿では，単語の共起関係から要求文の単語の概念を特

定し，特定された概念が論理式で表された規則にある格フ

レーム上の概念と互換関係にあるか調べることで，要求文

と規則間の対応関係を発見する手法を提案する．手法は辞

書を参照し，格フレームの共起制限と要求文の単語の比較

から，その単語の概念を特定する．次に，概念を特定され

た全ての文の格構造から，論理式にある規則の格フレーム

の共起制限を満たすものを探す．発見された格構造と格フ

レームを置換し，論理式をモデル検査へ適用可能な検査

式へ具体化する．この手法は，我々のこれまでのアイディ

ア [5]を具体化したものである．

例題ユースケースに手法の実装を適用し有用性を評価し

た．結果，作るべき検査式 6つのうち 4つが出力された．

また，8つの出力のうち 4つの検査式が不要な検査式だっ

たものの，その原因から生じる検査式は人が容易に誤りで

あると判断できるものであった．これにより，モデル検査

適用前に出力を確認すれば，提案手法は約半数の検査式の

作成を分析者に代わり行えることが分かった．

以降の構成を以下に示す．2章で背景を述べる．3章で

提案手法を述べ，4章で手法の実装を紹介する．5章で手

法の評価を行う．6章で関連研究と本研究を比較し，最後

に 7章で本稿の結論を述べる．

2. 準備

2.1 格フレーム

動詞とその動詞がとり得る格要素の構造パターンを格フ

レームという [6]．また，文の動詞と格要素の構造パターン

を格構造という．説明のために，送るの格フレームの例を

次に示す．

(送る,動作主:人 |組織,対象:具体物,目標:場所)

動作主格，対象格，目標格は，深層格と呼ばれ，動詞に対

する意味的な役割を示す．一般的に，格フレームは，動詞

と共起関係にある体言を表すために，共起する格要素に対

して意味的な制約（共起制限）を設ける [7]．上の例では，

目標格になり得る単語が場所の概念をもつ単語に限定され

ることを表している．例において，場所の下線は，場所と

いう単語ではなく場所に相応する概念そのものを指してい

る．動詞の意味次第で共起する単語が変わるので，動詞が

複数の意味を持つ場合，その動詞は複数の格フレームを持

ち得る．例えば，送るの場合，ものを送るという意味の他

にも，時を過ごすという意味で使われる．この場合，対象

格として共起するものは具体物ではなく，時の概念をもつ

単語に限定される．

格の種類は深層格の他にも，文の構文から表層的に決ま

る表層格がある．表層格は文の構文に規定されるので，表

層格のさらに細かい分類は言語によって異なる．日本語に

おいては，格助詞につく体言が表層格になりえ，ガ格，ヲ

格，ニ格のように格助詞の読み方の後に「格」をつけた表

層格に分類される．格助詞と等しい文節にある単語が，そ

の格助詞に対応する表層格となる．

2.2 格文法による要求文と規則の対応関係の検出

1 章で挙げた，要求文と規則の対応関係の検出手法 [3]

は，要求文と対応する格フレームや規則の様相に従い，整

合性をとるための修正を分析者に提示する．規則が法令の

場合，規則は，適用される状況を示す論理式と，その状況

下における適用対象者の行為の論理式からなる．また，様

相は，義務，許可，禁止，免除のいずれかを指し，行為の

意味を示す．たとえば，下記の個人情報の保護に関する法

律の第十八条 *1 は，

状況 (取得,動作主:x,対象:個人情報,源泉:y)

∧ ¬(公表,動作主:x,対象:利用目的)

義務 (通知,動作主:x,対象:利用目的,目標:y)

∨ (公表,動作主:x,対象:利用目的)

のように格フレームの論理式で表現できる．異なる深層格

間で変数名を共有し，等しい単語が入ることを示す．深層

格にある単語は，その単語を該当する深層格に収めた文が

格フレームとマッチすることを表す．様相が義務かつ状況

における格フレームにマッチする要求文が発見された場

合，分析者への提示は，義務を遂行する要求文の追加や，

状況を招く要求文の再考となる．なお，状況と行為を時相

オペレータと含意で結合することで，様相を表現する手法

が提案された [2]．義務の場合，状況を s, 行為を aとする

と義務の検査式は s → AF aとなる．

ここで，「システムが個人情報を顧客から取得する」とい

う要求文を新たに獲得した場合を考える．まず，この文か

ら格構造，(取得,動作主:システム,対象:個人情報,源泉:顧客)を

抽出する．次に，要求文の動詞「所得」を抽出し，動詞が

等しい格フレームを規則の論理式から探す．動詞が等しい

格フレームが発見された場合，全ての深層格において，単

語が格構造と格フレーム間で等しいか，あるいは格フレー

ムの深層格が変数であれば，格構造と格フレームが対応関

*1 個人情報取扱事業者は、個人情報を取得した場合は、あらかじめ
その利用目的を公表している場合を除き、速やかに、その利用目
的を、本人に通知し、又は公表しなければならない。
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シナリオの順序
状態遷移モデル

状態遷移，変数の導出
[鈴木]

ユースケース
格構造+単語の概念

格構造

検査式

概念階層辞書

: :

格フレーム辞書 規則の論理式

要求文の概念特定
規則の論理式の
具体化

単語辞書

言語資源

モデル検査器

整合性判定

図 1 提案手法の概要

係にあると判定する．ここでは，状況に要求文の格構造と

対応する格フレームが発見される．

1章で述べたように，格構造と格フレームのマッチング

において単語の概念が考慮されない場合，要求文と規則の

対応関係の誤検出が起こり得る．たとえば，先述の要求文

の目的語が個人情報ではなく住所の場合，住所は個人情報

にあたるものの，単語が異なるため対応関係の検出に失敗

する．また，要求文においてシステムという単語は慣習的

に擬人化された主体として扱われるので，ここでは個人情

報取扱事業者と解釈できる．しかし，システムという単語

は，文脈次第で制度という意味で使われることがある．こ

のとき，システムを個人情報取扱事業者として解釈すると

要求文と規則の対応関係の誤検出が生じかねない．した

がって，要求文の文脈から単語の概念を特定し，特定され

た概念と規則の格フレーム上の概念間で意味的な互換関係

があるか調べる必要がある．

2.3 ユースケースの状態遷移モデル生成

格文法によるユースケースの状態遷移モデルの生成手

法 [8]は，ユースケース文の格構造を真偽値型の状態変数

として扱い，状態遷移モデルを表現する．ユースケースで

は，システムの動作はシナリオに書かれ，状態は条件に書

かれるという仮定の下，この格構造は原文がシナリオ上の

ステップであれば動作の状態変数に，事前・事後条件であ

れば属性の状態変数に分類され，それぞれ異なる値の割り

当て規則が割り振られる．動作の状態変数は，どのステッ

プが実行中であるかを示すために利用される．状態変数モ

デルは，シナリオ上のどのステップが実行中であるかを，

動作の状態変数のうち実行中のステップの状態変数だけ

に真を割り当てることで表現する．一方，属性の状態変数

は，原文の条件が成立中であることを真で表現する．属性

の状態変数の値は，ユースケースが主成功シナリオの最終

ステップに到達直後に変わりうる．事後条件に状態変数の

格構造と等しい格構造の条件がある場合，値が真に切り替

わる．他方，事後条件に状態変数の原文と対義語関係にあ

る条件がある場合や，原文の否定文がある場合，値が偽と

なる．これら以外の場合，状態変数はこれまでの値を保持

する．

3. 提案手法

3.1 概要

入力されたユースケースから規則の論理式上の格フレー

ムと対応する文を発見し，その文の格構造を状態変数とす

る状態遷移モデルと併せてモデル検査に適用可能な検査式

を出力する手法を提案する．手法の概要を図 1に示す．手

法は，図の左にあるユースケースから格構造を抽出し，辞

書にある単語と概念の関係，概念間の is-a関係，格フレー

ムを参照しながら，格構造にある単語の概念を特定する．

まず，文がとり得る全ての格フレームについて，格要素の

単語がとり得る概念のうち，格フレームの共起制限を最も

満たす概念を求め，概念が共起制限をどの程度満たすかを

数値化する．数値に基づき，全ての格フレームのうち，共

起制限が最も満たされた格フレームを文の格フレームとみ

なし，マッチした格フレームで求めた概念をその文におけ

る単語の概念とみなす．次に，概念を特定された全ての文

の格構造から，辞書を使い，論理式にある規則の格フレー

ムの共起制限を満たすものを探す．発見された格構造と格

フレームを置換し，論理式をモデル検査へ適用可能な検査

式へ具体化する．

文の格構造を状態変数とする状態遷移モデルの生成のた

めに [8]の手法を用いる．ユースケースから抽出したシナ

リオの順序と文の格構造から，状態遷移モデルを生成する．

ただし，[9]に従い，概念を特定した格構造を状態変数に使

うことで，同義語関係を考慮した状態遷移モデルが生成さ
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れるようにする．

3.2 言語資源

3.1節で述べたように，単語と概念間の対応関係，概念

間の is-a関係，動詞の概念の格フレームを言語資源として

活用する．この 3種の言語資源の関係を図 2に例示する．

単語
システム

制度 事業者

組織

動詞 主格（ガ） 深層格（ヲ） 源泉格（カラ）

学ぶ 人|組織 学問 人|組織

住所 顧客

客

人個人情報

住所

格フレーム辞書

概念階層

動詞 主格（ガ） 深層格（ヲ） 源泉格（カラ）

取る 人|組織 具体物 人|組織

学問

抽象物

取得

取る 学ぶ

図 2 言語資源

言語資源にある単語の集合をW，概念の集合を C とし

て，単語と概念間の意味的な多対多の関係を以下のように

定める．

⇁ ⊆ W × C

この関係は，文脈次第でとり得る概念が変わる単語や複数

の単語で共有される概念を想定している．例えば，システ

ムという単語は，制度という概念に言及するために使われ

るものの，要求文においては慣習的に擬人化された主体を指

すために使われる．例えば，図 2では顧客⇁客が成り立

つ．複数の単語が関連付く，すなわち，|{w | w ⇁ c }| ≥ 1

となる概念 cについては，[9]にある同義語関係を踏まえた

状態遷移モデル生成のために，cを代表する単語 wrep を定

める．また，{ c | wrep ⇁ c }から wrep への関数を rep と

定める．

単語と概念間の関係に続き，概念間の is-a関係を

▷ ⊆ C × C

で定義する．左の成分は右の成分と等しいか小さいものと

する．例えば，図 2では客 ▷人が成り立つ．この is-a関

係は単語「概念」の概念である概念を最大，単語「無し」

の概念である無しを最小とする半順序関係をなす. また，

一つの概念は複数の親概念をとり得る．

格フレームを，動詞の概念 cv と，深層格の種類 casedと

それに対応する共起制限 rest を成分とする組の集合を組み

合わせて

f = (cv,
cased:rest , . . . ) (1)

と定め，またその辞書を F とおく．例えば，図 2では格フ

レーム辞書は 2つの格フレームを保持しており，そのひと

つの f1 は

f1 = (取る,主:人 |組織,深層:具体物,源泉:人 |組織) (2)

と表せる．

また，係り受け解析の結果から文節に対応する深層格を

推定するために，格助詞から格助詞と同分節にある体言の

対応する深層格への関数mf が格フレームごとに定めてあ

るものとする．例えば，f1 では主格としてガ格を取るた

め，mf1(ガ)は主格を指す．

概念の数を考えると，共起制限を動詞と共起する概念集

合として表すと表記が煩雑となる．そこで表記の簡潔化の

ために，共起制限に現れる概念に，その概念以下の概念が

共起制限を満たすという解釈を与える．さらに論理積，論

理和，否定の演算子を導入する．例えば，図 2の主格の共

起制限は c ▷人または c ▷組織となる cが取ると共起する

ことを意味する．論理積は &，否定は !で表す．

3.3 要求文の概念特定

入力文の格解析. はじめに，深層格と動詞の概念を単語

辞書に問い合わせる．入力文に係り受け解析を適用した

結果から，文の動詞 wv に加え，体言とその体言と同文節

にある格助詞の組の集合 cases:wn, . . . を求める. 例えば，

入力文が「システムが住所を顧客から取得する」の場合，

(取得,ガ:システム,ヲ:住所,カラ:顧客) が得られる．ここで，

格助詞に重複はないものとする．また，修飾語のように，

他の文節が体言と格助詞を含む文節に係る場合，係る文節

を体言の一部として wn に含めてもよい．

格フレーム候補の特定. 文の動詞 wv がとりうる概念と

対応する格フレームの集合を求める．wv がとり得る概念

を動詞としてもつ格フレームが候補となる：

Fwv
= { (cv, cased:rest , . . . ) ∈ F | wv ⇁ cv } (3)

例えば，wv = 取得 であれば，図 2 の場合，図中の格フ

レーム候補 2つのいずれも候補となる．候補が空集合とな

るケースは，マッチング対象の格フレームがないことを意

味する．この場合，単語の概念は特定されず，ここで終了

する．

表層格と深層格の対応付け. 次に，候補の要素ごとに，

抽出された体言 wn と深層格 (cased , rest)の対応関係を求

める．候補のそれぞれの格フレームは，表層格をどの深層

格に対応付けるかを規定しているため，cased = mf (cases)

となる深層格 cased およびそれに関連付いた共起制限 rest

が，表層格 cases およびそれに関連付いた体言 wn に対応

する．例えば，先ほど求めた格解析結果からは，以下の対

応付けが得られる．
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{(ガ:システム↔ 主:人 |組織),

(ヲ:住所↔ 対象:具体物),

(カラ:顧客↔ 源泉:人 |組織)}, (4)

{(ガ:システム↔ 主:人 |組織),

(ヲ:住所↔ 対象:具体物),

(カラ:顧客↔ 源泉:人 |組織)} (5)

対応付けの満足度合いの測定. 得られた対応付けの各要

素について，体言 wn がとり得る概念のうち，最も rest を

満たす概念を入力文における wn の概念と特定する．そこ

で，体言の概念 cが共起制限 rを満たす程度を数値化する

関数 sを導入する．共起制限の規定に合致する度合いの強

弱を表現するため，ファジィ真理値関数 [10]を参考にして

以下のように関数 sを定義する．

s(r, c) =



min{s(ra, c), s(rb, c)} (r = ra‘&’rb)

max{s(ra, c), s(rb, c)} (r = ra‘|’rb)

1− s(cr, c) (r = ‘!’cr)

s(cr, c) (r = cr)

(6)

この値が高いほど概念が共起制限を満たすことを意味す

る．ここで，cr は概念を表す．s(cr, c)の値は以下のよう

に定義される．

s(cr, c) =

1 (c ▷ cr)

1/(dmin + 1) (それ以外)
(7)

d(cc, cp) =


0 (cc = cp)

1 (cpが ccの親)

1 + d′ (それ以外)

(8)

s(cr, c)の値は，cr と c間の is-a関係で決まる．cr が cと

is-a関係にあるとき 1となる．それ以外の場合，(8)の is-a

関係にある概念の世代差を返す関数 dの値で決まる．ただ

し，d′ は { d(cc, cp′) | cp′は cpの子 }の最小値を，dmin は

{ d(cc, c′) | cc ▷ c′ ∧ cp ▷ c
′ }の最小値，すなわち cc と cp の

共通の祖先と cc の世代差を示す．例えば，図 2 の場合，

s(学問,住所) = 1/(2 + 1) = 0.67となる．

この sを，得られたすべての対応付けに対して適用し，

入力文の格フレームが規定するそれぞれの共起制限の満足

度合いを求め，

slots = {(wn, cased, rest , cs, score)i} (9)

を得る．ここで，格フレームの深層格に対応する表層格が

複数存在する場合は，値がもっとも高いもののみを採用し，

score はそのときの満足度合いの最大値，cs は，該当の満

足度合いが得られた概念の集合を表す．

図 2に従い，(4)と (5)から満足度合い (9)を求めると，そ

れぞれの対象格に対応する要素は，(住所,対象, {住所}, 1)
と (住所,対象, {住所}, 1/3)となる．
格フレームの特定. 最後に，格フレーム全体での総合的

な満足度合いを求める．

scoref =

∑|slots|
k=1 scorek

|slots|+ 1
(10)

(10)は，分母に深層格との対応がみられた体言の数に 1を

加えた値をとる．また，分子に，深層格ごとに求めた score

の合計をとる．分母に 1を足すことで，深層格と体言のペ

アが多い格フレーム候補ほど，高い点数になりやすい採点

方法となっている．この値が最も高い格フレーム候補を要

求文の格フレームと特定し，その候補で求めた概念を要求

文における単語の概念と判定する．

これまで例で用いてきた入力文「システムが住所を顧

客から取得する」の計算過程より，取る と 学ぶ に対す

る格フレーム候補の満足度合い (10)の値は，3/4(0.75)と

2.33/4(0.58) となり，入力文の格フレームが 取るの格フ

レームと特定される．さらに，入力文において「取る」は

取る，システムは事業者の概念で使われていることが分

かる．最終的に，scoref が最も高い格フレーム候補の一つ

について (11)を出力する．

(wv, cv, scoref , slots) (11)

3.4 規則の論理式の具体化

論理式の具体化のために，規則の論理式にある格フレー

ムに対して互換性のある格フレームをもつ要求文を探す．

ここで，格フレーム間の互換性について定義し

ておく．格フレーム f1 = (c1,
case1

i :rest1i , . . . ), f2 =

(c2,
case2

j :rest2j , . . . ) について，c1 = c2 かつ任意の case1i

について case1i = case2j となる case2j が存在し，さらに両

者の共起制限間で

∀c • (s(rest1i , c) = 1 ⇒ s(rest2j , c) = 1) (12)

が成り立つとき，かつそのときに限り f2 は f1 に対して

互換性があるという．動詞の概念や共起制限の比較には，

(11)を用いる．

検査式の具体化に用いる要求文の組み合わせを直積に

より作成する．規則の論理式に出現する格フレーム fi に

対して互換関係にあり，かつ体言の概念集合 csがいずれ

も空集合ではない要求文の (11)の集合を CS i とし，各 i

についての直積集合 CS 1 × · · · × CSn を作成する．ここ

で，nは論理式に出現する格フレームの総数を示す．また，

CS i = ∅となる場合，該当部分を偽として展開，すなわち，
CS i = {FALSE}とする．
概念を特定した規則の格フレーム fiを 3.2節で述べた関

数 rep を使い，CS i の要素の成分からなる以下の式で置換

することで論理式を具体化する．
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図 3 適用例題のユースケース図

(rep(cv),
cased:rep(crep), . . . )}) (13)

ただし，crep は (9)にある体言の概念集合 csの任意の一要

素とする．例えば下記の規則の論理式を具体化するケース

を考える．

(取得,動作主:事業者,対象:個人情報,源泉:人)

→ AF (通知,動作主:事業者,対象:利用目的,目標:人)

このとき，論理式の左側の取得の格フレームに対して

{(取得,動作主:システム,対象:住所,源泉:顧客)},

通知の格フレームに対して

{(通知,動作主:システム,対象:利用目的,目標:顧客)},

というユースケース文との対応関係が見られた場合，

(取得,動作主:システム,対象:住所,源泉:顧客)

→ AF(通知,動作主:システム,対象:利用目的,目標:顧客)

という検査式が具体化される．

4. 実装

評価のために手法を実装した．実装は，ユースケースの

状態遷移モデル生成と規則の論理式の具体化を支援する．

状態遷移モデルは NuSMV*2 のソースコードとして出力さ

れる．規則の論理式を，真偽値に加え，規則の格フレーム

を原子項とする CTL式で表現できる．また，係り受け解

析のために Cabocha*3 を利用する．

5. 評価

5.1 目的

例題ユースケースへの実装の適用結果に基づき，要求文

と規則間の対応関係における検出精度の観点から手法を
*2 http://nusmv.fbk.eu/
*3 https://code.google.com/p/cabocha/

評価する．正解として用意された作成すべき検査式に対し

て，実装の出力の適合率と再現率を測る．また，適合率や

再現率低下の原因について考察する．

5.2 適用例題

架空のオンライン通信販売サイトのユースケースを例題

とした．このユースケースは，顧客が扱える機能を主眼に

おいて機能要求を説明する．例題ユースケースのユース

ケース図を図 3に示す．

例題ユースケースは我が国の 4つの規則の適用対象とな

る箇所を含む．4つの規則は，個人情報の保護に関する法

律 第十八条，特定電子メールの送信の適正化等に関する

法律 第三条の一，特定商取引に関する法律 第十一条，同

第十三条にあたる．[2]に従い，第三条から 2つの論理式

を，残りの規則から１つずつ論理式を作り，計 5つの規則

の論理式を検査式の具体化のために用意した．以降の説明

のために，第十八条，第十一条，第十三条の論理式を (14),

(15), (16)に示す．右肩に ‘*’のない格フレームは 2.3節で

述べた動作の状態変数に，‘*’のある格フレームは属性の状

態変数に変換される．

AG((取得,動作主:事業者,対象:個人情報,源泉:人)

&!(公表,動作主:事業者,対象:利用目的)

→ AF (通知,動作主:事業者,対象:利用目的,目標:人)

| (公表,動作主:事業者,対象:利用目的))

(14)

AG ((表示,動作主:事業者,対象:通信販売広告)

→ AF (表示,動作主:事業者,対象:価格))
(15)
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表 1 単語と概念の関係，概念間の関係，格フレームの規模

⇁ ▷ 格フレーム

EDR 270000 410000 13000

EDR 以外 * 61(9) 59(17) 10(1)

* ( ) は検査式の具体化のために参照された言語

資源の数．

表 2 正解数と結果の比較

第十八条 第三条 第十一条 第十三条

正解 2 2 1 1

出力（正） 2 2 0 0

出力（誤） 2 0 1 1

AG((受領,動作主:事業者,対象:代金,源泉:人)

→ AF((通知,動作主:事業者,対象:注文の承認,

道具:電磁的方法)

&(承諾,動作主:人,対象:電磁的方法による通知)∗

| (通知,動作主:事業者,対象:注文の承認,道具:書面)))

(16)

EDR電子化辞書 [11]と著者の一人が作成した知識を併

せて言語資源として使用した．辞書になく例題に出現する

知識を補填するために EDR以外の知識を追加した．言語

資源の大きさを表 1に示す．

5.3 結果

手法の適合率は 4/8(0.50), 再現率は 4/6(0.66)となった．

規則ごとの正解数と正解ごとの出力結果を表 2に示す．

5.4 考察

適合率から，分析者は手法の出力の半数を，修正するこ

となくモデル検査に適用できるといえる．しかし，適合率

が 1未満となったため，本手法の出力をモデル検査適用前

に，分析者によって出力から不要な検査式を除外する必要

があることが示された．

正解以外の検査式が出力された原因を分析する．第十八

条の論理式 (14)から具体化された正解ではない検査式の

一つを以下に示す．

AG(((受信,動作主:事業者,

対象:メールアドレス,源泉:顧客)& !FALSE)

→ AF((通知,動作主:事業者,

対象:住所の用途,目標:顧客)|FALSE))

(17)

第十八条の原文に立ち返れば，通知の対象格は取得の対

象格に関する利用目的であるべきであるものの，具体化さ

れた式にはこの対象格の対応関係がみられない．

この原因は，格フレーム間の意味を顧みず，論理式の具

体化に使うユースケース文の組み合わせを選んだことにあ

る．具体化された式における格フレームは，もととなる式

の対応する格フレームと意味的な整合性がとれているもの

の，同時に出現している格フレーム同士には意味的な繋が

りがみられない．これは，論理式の具体化に用いる格構造

の組み合わせを意味的な整合性を考慮せず，直積で作成し

たことが原因となっている．

適合率の結果から，手法は作るべき検査式のうち，約半

分を出力できるといえる．ここで，具体化できなかった論

理式について考察する．第十三条の論理式 (16)は，通知

と受領の格フレームについてユースケース文と対応すべ

きであったものの，受領の格フレームの意味に対応する

ユースケース文が，その格フレームにマッチしない格構造

であったために，正解通りに具体化されなかった．受領の

格フレームに対応する要求が「システムが料金の支払いを

承認する」というユースケース文で説明されていた．提案

手法は，格構造と格フレームの対応関係に基づき，要求文

と規則の対応関係を検出するので，要求文の格構造が対応

すべき規則の格フレームと異なる場合，対応関係を発見で

きない．

第十一条の論理式 (15)は，先頭の格フレームとユース

ケース文「システムがブラウザに商品のサムネイルを表示

する」が対応すべきだったものの，「サムネイル」の概念が

通信販売広告ではなく画像と誤って特定されたため，論理

式が具体化されなかった．画像と広告はどちらも表示とい

う動詞と共起するため，概念特定が誤ったと考えられる．

このように，深層格の単語がとり得る概念のいくつかが，

いずれも動詞の概念と共起する場合，概念の特定が誤り，

規則との対応関係を発見できない場合がある．

5.5 妥当性の脅威

手法を本稿の著者が作成した例題を評価した点に内的妥

当性の脅威がある．ユースケースの規模が小さい場合，要

求文と規則間の対応関係の検出を誤る可能性が小さくなる

ので，実験結果がよい結果となりやすい．そこで，例題ユー

スケースに [4]の被験者実験で使われたユースケースと同

等の複雑さと規模をもたせた．被験者実験のユースケース

は，実験結果から，人がモデル検査器で検査するよりも，

状態遷移モデル生成手法で検査を行う方が正しい結果を得

ることができる程度に，複雑で大きなものであることが分

かっている．被験者実験のユースケースは，シナリオ数 15,

総ステップ数 144, include遷移 3となっている．本実験の

例題ユースケースは，順に 16, 146, 5となっている．

評価に用いられたユースケースが一つしかない点に外的

妥当性の脅威ある．規則が容易に検査できるものであった

ために，論理式を具体化できた可能性がある．他のユース

ケースに対しても，手法が実験結果と同程度に機能するこ

とを示すには，他のユースケースや規則に手法を適用する

必要がある．しかし，法令はあらゆるドメインで定められ

ているだけでなく，ドメインによらず，ある程度形式化さ

れた書き方で書かれている．よって，今回の実験結果から，
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規則が法令であれば，手法が他のユースケースに対しても

実験結果と同程度に機能しうることが示せたと考えられる．

6. 関連研究

黒橋らは，和文の構文・格解析器 KNP*4 を開発した．

KNPはWebテキストから自動構築された格フレーム [12]

をもとに，係り受け，格，照応関係を出力する．この格フ

レームは深層格のような意味的な情報を保持しないので，

KNPを単語の概念特定に利用することはできない．一方，

本稿の手法は，深層格の共起制限に基づき要求文の単語の

概念を特定する．これにより，要求を自然言語で表現して

いても，[13]のような格文法に基づく仕様記述言語で要求

を記述する場合と同様に，要求の機械的な検査が可能に

なる．

規則のモデリング手法が提案されている [14], [15]．これ

らの手法は規則間の関係や規則と要求間の関係をモデル化

することで，要求の規則に対する適合性を形式的手法で分

析する．これにより適用対象となる規則や，規則の適用対

象とならない代替的な要求などを分析者に提示できる．こ

れらの手法を利用するには，分析者自らが規則と要求の対

応関係を発見し，要求を規則モデルと比較可能な形式に変

換する必要がある．本手法は，格フレームの論理式で表現

された規則と要求文の間の対応関係を格フレームにある共

起制限を元に特定する．そして，特定された対応関係を踏

まえ，整合性をとるべき規則の検査式を出力し，モデル検

査により整合性を検査する．

本稿で利用したユースケースの状態遷移モデル生成手法

のほかにも生成手法が提案されている．Sinnigらはユース

ケースの記述方式に形式的な定義を与えることで，ユース

ケースを状態遷移モデルに変換する手法を提案した [16]．

Sinningらの手法は，ユースケース文の意味に対しては定

義を与えていないので，文の意味を考慮した状態遷移モデ

ルを生成することができない．しかし，並行実行のように

本稿で利用した生成手法では対応できない振る舞いに関す

る変換規則に対応している．そのため，これらの規則を取

り入れることで，より多くのユースケースを支援対象にす

ることができると考えている．

7. おわりに

モデル検査で要求文の規則への整合性を検査するための

検査式を生成する手法を提案した．手法は辞書を使い，格

フレームの共起制限と要求文の単語から要求文における単

語の概念を特定する．そして，特定された概念が格フレー

ムの論理結合で表された論理式上の概念と互換関係にある

か調べることで，規則と要求間の対応関係を求める．対応

関係が見られた要求文の格構造で規則の論理式の格フレー

*4 http://nlp.ist.i.kyoto-u.ac.jp/index.php?KNP

ムを置き換え，論理式をモデル検査に適用可能へ検査式を

具体化する．適用事例から，モデル検査適用前に出力を確

認すれば，提案手法は約半数の検査式の作成を分析者に代

わり行えることを示した．適用実験を重ね，より確度の高

い手法の評価を行うことを主要な今後の課題としている．
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